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報告第 １ 号 

   損害賠償額の決定及び和解について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、

別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。

  令和６年２月１９日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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議     案
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議案第 １ 号 

   教育長の任命について

 次の者を教育長に任命したいから、地方教育行政の組織及び運営に関する

法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第１項の規定により議会の同意を

求める。

記

 住  所  白石市

 氏  名  半 沢 芳 典

 生年月日  

  令和６年２月１９日 

                   白石市長 山 田 裕 一 
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議案第 ２ 号 

   人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 次の者を人権擁護委員として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４

年法律第１３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を求める。 

記 

 住  所  白石市 

 氏  名  日 下 嘉 充 

 生年月日   

  令和６年２月１９日 

                   白石市長 山 田 裕 一 
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議案第 ３ 号 

   専決処分の承認を求めることについて

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認

を求める。

   令和５年度白石市一般会計補正予算（専決第１２号）

    （令和５年１２月２７日専決）

  令和６年２月１９日

                   白石市長 山 田 裕 一
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議案第 ４ 号 

   専決処分の承認を求めることについて

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認

を求める。

   令和５年度白石市一般会計補正予算（専決第１号）

    （令和６年１月２２日専決）

  令和６年２月１９日

                   白石市長 山 田 裕 一
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議案第 ５ 号 

   専決処分の承認を求めることについて

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認

を求める。

   令和５年度白石市一般会計補正予算（専決第２号）

    （令和６年１月２９日専決）

  令和６年２月１９日

                   白石市長 山 田 裕 一 
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議案第 ６ 号 

   白石市手数料条例の一部を改正する条例

 上記の議案を提出する。

  令和６年２月１９日

                   白石市長 山 田 裕 一 
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白石市手数料条例の一部を改正する条例 

 白石市手数料条例（平成１２年白石市条例第１８号）の一部を次のように

改正する。 

 別表７の項中「第１２０条第１項」の次に「、第１２０条の２第１項」を

加え、「磁気ディスクをもって調製された戸籍に記録されている事項の全部

若しくは一部を証明した書面」を「戸籍証明書」に改め、同表中３４の項を

３６の項とし、１４の項から３３の項までを２項ずつ繰り下げ、１３の項を

１５の項とし、同項の前に次の２項を加える。 

１３ 戸籍法第４８条第１項（同法第１１

７条において準用する場合を含む。）

の規定に基づく届出若しくは申請の受

理の証明書の交付、同法第４８条第２

１通につき ３５０円 

（婚姻、離婚、養子縁組、養子

離縁又は認知の届出の受理につ

いて、請求により地方公共団体

 項（同法第１１７条において準用する

場合を含む。）若しくは第１２６条の

規定に基づく届書その他市長の受理し

た書類に記載した事項の証明書の交付

の手数料の標準に関する政令本

則の表８の項の７の下欄に規定

する法務省令で定める様式によ

る上質紙を用いる場合にあって

 又は同法第１２０条の６第１項の規定

に基づく届書等情報の内容の証明書の

交付 

は、１通につき１，４００円）

１４ 戸籍法第４８条第２項（同法第１１

７条において準用する場合を含む。）

の規定に基づく届書その他市長の受理

書類又は届書等情報の内容を表

示したもの１件につき ３５０

円 

 した書類を閲覧に供する事務又は同法

第１２０条の６第１項の規定に基づく

届書等情報の内容を表示したものを閲

覧に供する事務 

 別表１２の項を次のように改める。 

１２ 戸籍法第１２０条の３第２項の規定

に基づく除籍電子証明書提供用識別符

除籍電子証明書提供用識別符号

１件につき ７００円 
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 号の発行（情報通信技術を活用した行

政の推進等に関する法律第７条第１項

の規定により同法第６条第１項に規定

する電子情報処理組織を使用する方法

 により除籍電子証明書提供用識別符号

の発行を行う場合（当該発行に係る除

籍電子証明書の請求が同項の規定によ

り同項に規定する電子情報処理組織を

使用する方法により行われた場合に限

る。）における当該発行及び除籍電子

証明書提供用識別符号の発行に係る除

籍電子証明書の請求を行う者が同時に

当該除籍電子証明書が証明する事項と

 同一の事項を証明する除かれた戸籍の

謄本若しくは抄本又は除籍証明書の請

求を行う場合における当該発行を除く

。） 

別表中１１の項を削り、１０の項を１１の項とし、同表９の項中「第１２

０条第１項」の次に「、第１２０条の２第１項」を加え、「磁気ディスクを

もって調製された除かれた戸籍に記録されている事項の全部若しくは一部を

証明した書面」を「除籍証明書」に改め、同項を同表１０の項とし、同項の

前に次の１項を加える。 

９ 戸籍法第１２０条の３第２項の規定

に基づく戸籍電子証明書提供用識別符

号の発行（情報通信技術を活用した行

政の推進等に関する法律（平成１４年

法律第１５１号）第７条第１項の規定

により同法第６条第１項に規定する電

子情報処理組織を使用する方法（地方

公共団体の手数料の標準に関する政令

戸籍電子証明書提供用識別符号

１件につき ４００円 
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 （平成１２年政令第１６号）本則の表

８の項の３に規定する総務省令で定め

るものに限る。以下同じ。）により戸

籍電子証明書提供用識別符号の発行を

行う場合（当該発行に係る戸籍電子証

明書の請求が同条第１項の規定により

 同項に規定する電子情報処理組織を使

用する方法により行われた場合に限る

。）における当該発行及び戸籍電子証

明書提供用識別符号の発行に係る戸籍

電子証明書の請求を行う者が同時に当

該戸籍電子証明書が証明する事項と同

一の事項を証明する戸籍の謄本若しく

は抄本又は戸籍証明書の請求を行う場

合における当該発行を除く。） 

   附 則 

 この条例は、令和６年３月１日から施行する。 
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議案第 ７ 号 

地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関す

る条例 

 上記の議案を提出する。 

  令和６年２月１９日

                   白石市長 山 田 裕 一
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   地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関す

る条例 

 （白石市公営企業の設置等に関する条例の一部改正） 

第１条 白石市公営企業の設置等に関する条例（平成元年白石市条例第１６

号）の一部を次のように改正する。 

  第５条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項

」に改める。 

 （白石市監査委員条例の一部改正） 

第２条 白石市監査委員条例（平成３年白石市条例第２０号）の一部を次の

ように改正する。 

  第３条第２項中「第２４３条の２の２第３項」を「第２４３条の２の８

第３項」に改める。 

 （白石市病院事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第３条 白石市病院事業の設置等に関する条例（令和４年白石市条例第１７

号）の一部を次のように改正する。 

  第６条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項

」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第 ８ 号 

白石市地域公共交通会議設置条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  令和６年２月１９日

                   白石市長 山 田 裕 一
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白石市地域公共交通会議設置条例の一部を改正する条例 

白石市地域公共交通会議設置条例（平成３０年白石市条例第２４号）の一

部を次のように改正する。 

第１条中「第９条の２」を「第４条第２項」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 ９ 号 

白石市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改 

正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  令和６年２月１９日 

                   白石市長 山 田 裕 一

-18-



   白石市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改

正する条例 

 白石市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年白石

市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改める

。 

第１４条の次に次の１条を加える。 

（フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

第１４条の２ 給与条例第２１条の規定は、任期が６箇月以上のフルタイム

会計年度任用職員について準用する。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項において準用する給与条例第２１

条の規定による勤勉手当の支給について準用する。 

 第２２条第１項中「以下この条」の次に「及び次条第１項」を加え、同条

の次に次の１条を加える。 

（パートタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

第２２条の２ 給与条例第２１条の規定は、任期が６箇月以上のパートタイ

ム会計年度任用職員について準用する。この場合において、同条第３項中

「それぞれの基準日現在において職員が受けるべき給料の月額（育児短時

間勤務職員等にあっては、給料の月額を算出率で除して得た額）及びこれ

に対する地域手当の月額の合計額」とあるのは、「それぞれその基準日（

退職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日）以前６

箇月以内のパートタイム会計年度任用職員としての在職期間における報酬

（フルタイム会計年度任用職員との権衡を考慮して規則で定める額を除く

。）の１箇月当たりの平均額」と読み替えるものとする。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項において準用する給与条例第２１

条の規定による勤勉手当の支給について準用する。 

 第２９条第１項中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改め

る。 

附則第４項を削る。 

附 則 
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この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１０号 

白石市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  令和６年２月１９日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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   白石市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 白石市職員の育児休業等に関する条例（平成４年白石市条例第５号）の一

部を次のように改正する。 

第７条第１項中「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条

の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という

。）を除く。）」を削る。 

第８条第１項中「職員（」の次に「地方公務員法（昭和２５年法律第２６

１号）第２２条の２第１項に規定する」を加える。 

   附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１１号 

   白石市企業版ふるさと納税基金条例の一部を改正する条例

 上記の議案を提出する。

  令和６年２月１９日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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   白石市企業版ふるさと納税基金条例の一部を改正する条例 

 白石市企業版ふるさと納税基金条例（令和３年白石市条例第３５号）の一

部を次のように改正する。 

 附則第２項を削り、附則第１項の見出し及び項番号を削る。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。
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議案第１２号 

   白石市市税条例の一部を改正する条例

 上記の議案を提出する。

  令和６年２月１９日 

                   白石市長 山 田 裕 一 
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白石市市税条例の一部を改正する条例

白石市市税条例（昭和３０年白石市条例第７号）の一部を次のように改正

する。

別表第２白石市福岡蔵本の項中「字一本木」を「字一本木 字尾箆のうち

９４番、９７番、１０１番、１０２番、１０２番１、１０２番２、１０４番

、１０４番２、１０８番２、１０９番、１１０番、１１１番１、１１１番２

、１１２番、１１２番１、１１２番２、１１３番、１２１番、１２６番、１

２７番、１２９番１、１２９番２、１３３番、１３４番、１３５番、１３７

番、１３９番、１４１番、１４４番、１５０番、１５１番、１６０番２、１

６１番、２５８番」に、「字陣場」を「字陣場 字菅生田のうち６９番２、

６９番４、６９番５、１０２番１、１１４番５」に、「字屋敷前」を「字屋

敷前 字薬師堂のうち５番３、５番５、５番７、６番、１８番、１８番２、

２３番、２８番２、６７番２、７８番、８１番２、８２番、８２番４、８３

番３、８４番、８６番１、８６番４、８８番２、８８番５、８８番６、８９

番４、８９番５、９１番３、９２番、９３番１、９３番３、９６番３、９７

番２、１０３番３、１０６番２、１０６番４、１１４番１、１１５番２、１

１７番２、１１８番２、１２０番、１２０番１、１２１番３、１２１番４、

１２１番６、１２１番７、１２１番８、１２２番５、１２２番６、１２４番

４、１２７番２、１２８番１、１２８番３、１２９番１、１２９番２、１２

９番４、１２９番６、１２９番７、１４３番、１４４番、１４６番、１５１

番、１５２番、１５５番、１５６番１、１７１番２、１７１番３、１７１番

５、１７３番、１７３番２、１７４番、１７５番２、１７５番３、１７５番

４、１７５番５、１７６番、１７６番２、１７８番、１７９番１、１８１番

、１８１番２、１８４番１、１８４番２、１８４番３、１８８番、１８９番

２、１８９番４、１８９番５、１９４番、１９８番１、１９９番１、１９９

番２、２００番、２００番３、２０１番、２０２番、２０３番、２０５番、

２０６番１、２０７番、２１８番１、２３８番」に改め、同表白石市福岡長

袋の項中「字鹿ノ下のうち１６番２から３０番１まで」を「字鹿ノ下のうち

３番４、１６番２から３０番１まで」に改める。 

附 則 
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（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の白石市市税条例の規定は、令和７年度以後の年

度分の都市計画税について適用し、令和６年度分までの都市計画税につい

ては、なお従前の例による。 
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議案第１３号 

   白石市水道給水条例の一部を改正する条例

 上記の議案を提出する。

  令和６年２月１９日 

                   白石市長 山 田 裕 一 
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   白石市水道給水条例の一部を改正する条例 

 白石市水道給水条例（昭和４８年白石市条例第１７号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第５条第１項及び第３５条の２第２項ただし書中「厚生労働省令」を「国 

土交通省令」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１４号 

白石市消防団員に関する条例の一部を改正する条例

 上記の議案を提出する。

  令和６年２月１９日 

                   白石市長 山 田 裕 一 
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   白石市消防団員に関する条例の一部を改正する条例 

 白石市消防団員に関する条例（昭和２９年白石市条例第９号）の一部を次

のように改正する。 

 別表第１の３の表出動報酬の項中「４，０００円」を「８，０００円（出

動時間が４時間未満の場合にあっては、４，０００円）」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の別表第１の３の規定は、令和６年度以後の年度

分の報酬から適用し、令和５年度分までの報酬については、なお従前の例

による。 
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議案第１５号 

白石市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例

 上記の議案を提出する。

  令和６年２月１９日 

                   白石市長 山 田 裕 一 
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   白石市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例 

白石市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例（令和２年白石市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

第２３条の見出し中「掲示」を「掲示等」に改め、同条中「を掲示しなけ

ればならない」を「を掲示するとともに、電気通信回線に接続して行う自動

公衆送信（公衆によって直接受信されることを目的として公衆からの求めに

応じ自動的に送信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当するものを除

く。）により公衆の閲覧に供しなければならない」に改める。 

第５３条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これ

らに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を

「電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

  附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２３条の改正規定は、令

和６年４月１日から施行する。 
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議案第１６号 

   白石市介護保険条例の一部を改正する条例

 上記の議案を提出する。

  令和６年２月１９日 

                   白石市長 山 田 裕 一 
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   白石市介護保険条例の一部を改正する条例 

 白石市介護保険条例（平成１２年白石市条例第１４号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令

和８年度まで」に、「それぞれ当該各号に定める額」を「、それぞれ当該各

号に定める額」に改め、同項第１号中「３３，６００円」を「３０，５７０

円」に改め、同項第２号中「５０，４００円」を「４６，０３０円」に改め

、同項第３号中「５０，４００円」を「４６，３６０円」に改め、同項に次

の４号を加える。 

(１０) 令第３８条第１項第１０号に掲げる者 １２７，６８０円 

 (１１) 令第３８条第１項第１１号に掲げる者 １４１，１２０円 

 (１２) 令第３８条第１項第１２号に掲げる者 １５４，５６０円 

 (１３) 令第３８条第１項第１３号に掲げる者 １６１，２８０円 

第２条第２項中「令和３年度から令和５年度までにおける」を「令和６年

度から令和８年度までの各年度における」に、「２０，１６０円」を「１９

，１５０円」に改め、同条第３項中「令和３年度から令和５年度までにおけ

る」を「令和６年度から令和８年度までの各年度における」に、「２０，１

６０円」を「１９，１５０円」に、「３３，６００円」を「３２，５９０円

」に改め、同条第４項中「令和３年度から令和５年度までにおける」を「令

和６年度から令和８年度までの各年度における」に、「２０，１６０円」を

「１９，１５０円」に、「４７，０４０円」を「４６，０３０円」に改める

。 

 第４条第３項を次のように改める。 

３ 保険料の賦課期日後に令第３８条第１項第１号イ、ロ若しくはニ、第２

号ロ、第３号ロ、第４号ロ、第５号ロ、第６号ロ、第７号ロ、第８号ロ、

第９号ロ、第１０号ロ、第１１号ロ又は第１２号ロに該当するに至った第

１号被保険者（保険料の賦課期日後に同項第１号イに該当するに至った第

１号被保険者のうち、同号に規定する老齢福祉年金の受給権を有するに至

った者及び同号イ(１)に係る者を除く。）に係る保険料の額は、当該該当

するに至った日の属する月の前月まで月割りにより算定した当該第１号被
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保険者に係る保険料の額と当該該当するに至った日の属する月から同項第

１号から第１２号までのいずれかに規定する者として月割りにより算定し

た保険料の額の合算額とする。 

第１１条第２項中「、前項に規定する」を「、同項に規定する」に改める

。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の白石市介護保険条例の規定は、令和６年度分の

保険料から適用し、令和５年度以前の年度分の保険料については、なお従

前の例による。 
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